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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　先端が尖った形状をした複数の突起を端面に有する放電極板と、前記放電極板と並行に
配置される接地極板と、前記放電極板と前記接地極板との間にコロナ放電電圧を与える高
圧電源とを備え、前記放電極板と前記接地極板との間で形成される電界強度を０．６７ｋ
Ｖ／ｍｍから０．８ｋＶ／ｍｍ程度、前記放電極板の前記突起の先端角度を１０度から４
０度程度とし、前記放電極板が前記接地極板より電位が高くなるように、８ｋＶから１２
ｋＶ程度の電圧を前記高圧電源から与え、空気中の粒子状物質を帯電させることで前記粒
子状物質を集塵部に付着させる電気集塵装置であって、
前記放電極板の前記突起の先端角度を２０度から４０度程度、
隣り合う前記突起の先端での突起間隔を１２ｍｍ以上、
前記放電極板と前記接地極板との間隔を１２ｍｍ以上とし、
隣り合う前記突起の先端での突起間隔を、同一電圧下において、前記放電極板が前記接地
極板より電位が低くなるように前記高圧電源から給電した場合より、前記放電極板が前記
接地極板より電位が高くなるように前記高圧電源から給電した場合に、オゾン生成量が低
くなるように設定したことを特徴とする電気集塵装置。
【請求項２】
　先端が尖った形状をした複数の突起を端面に有する放電極板と、前記放電極板と並行に
配置される接地極板と、前記放電極板と前記接地極板との間にコロナ放電電圧を与える高
圧電源とを備え、前記放電極板と前記接地極板との間で形成される電界強度を０．６７ｋ
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Ｖ／ｍｍから０．８ｋＶ／ｍｍ程度、前記放電極板の前記突起の先端角度を１０度から４
０度程度とし、前記放電極板が前記接地極板より電位が高くなるように電圧を前記高圧電
源から与え、空気中の粒子状物質を帯電させることで前記粒子状物質を集塵部に付着させ
る電気集塵装置であって、
前記放電極板の前記突起の先端角度を２０度程度、
前記高圧電源の電圧を９ｋＶから１２ｋＶ程度、
隣り合う前記突起の先端での突起間隔を８ｍｍ以上、
前記放電極板と前記接地極板との間隔を１２ｍｍ以上とし、
隣り合う前記突起の先端での突起間隔を、同一電圧下において、前記放電極板が前記接地
極板より電位が低くなるように前記高圧電源から給電した場合より、前記放電極板が前記
接地極板より電位が高くなるように前記高圧電源から給電した場合に、オゾン生成量が低
くなるように設定したことを特徴とする電気集塵装置。
【請求項３】
　前記放電極板の前記突起の先端角度を２０度から３０度程度、前記高圧電源の電圧を９
ｋＶから１２ｋＶ程度としたことを特徴とする請求項１に記載の電気集塵装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、発生する粉塵を捕集する電気集塵装置及び電気集塵システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　現在、トンネル換気用集塵装置として、粉塵に電荷を与えることで、トンネル内で発生
する粉塵を捕集する電気集塵装置が採用されている。
　そして、かかる用途の電気集塵装置にあっては、帯電部の放電極として主に放電線が用
いられてきた。放電線は長期間使用すると断線することがあるため、放電線に印加される
電圧極性は、放電線の寿命の長いマイナス極性（放電極が接地極よりも電位が低い）が採
用されることが多かった。
　このような状況の中で、放電線にマイナス極性を採用しても断線を生じる可能性が残る
ため、断線の起こらない複数の突起を端面に有する放電極板も採用されつつあり、複数の
突起を端面に有する放電極板やこのような放電極板を利用した集塵装置が提案されている
（例えば、特許文献１、特許文献２、特許文献３、特許文献４、特許文献５、特許文献６
）。
　一方、帯電部と集塵部を備えた集塵ユニットを複数個配設して集塵ブロックを構成し、
この集塵ブロックを複数個設け、プラス放電ブロックの処理風量とマイナス放電ブロック
の処理風量との差が少なくなるように、複数の集塵ブロックをプラス放電ブロックとマイ
ナス放電ブロックとに集塵ブロック単位で区分することで、集塵機能を低下させることな
く、集塵部で集塵されなかった粉塵を中和し、帯電粒子による壁面付着汚染を防止する電
気集塵システムがある（特許文献７）。
【特許文献１】実開昭６１－２００１４６号公報
【特許文献２】実開平６－４１８４９号公報
【特許文献３】特開平３－２３２５５４号公報
【特許文献４】特開平９－３２３０４８号公報
【特許文献５】特開平１０－２８８９７号公報
【特許文献６】特開２０００－１２６６４７号公報
【特許文献７】特開２００３－２６０３８３号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　ところで、電気集塵装置は、帯電部においてコロナ放電を利用するため、副生成物とし
て有害なオゾンが発生する。特にトンネル内では、一酸化窒素が多く存在するため、オゾ



(3) JP 4875983 B2 2012.2.15

10

20

30

40

50

ンによって一酸化窒素が酸化し、有害な二酸化窒素を増加させてしまうという問題もある
。特に近年では、トンネル外へ排出されるオゾンや二酸化窒素が地域住民に与える影響も
懸念され、オゾンや二酸化窒素の増加を抑えた電気集塵装置が望まれるようになってきた
。
　一般にオゾンは、コロナ放電電流が増加するほど多く発生する。発生したオゾンは空気
中に含まれる一酸化窒素の酸化に消費され、時間と共に徐々に減少する。一方で二酸化窒
素は時間と共に増加する。よって、電気集塵装置を通過した空気中のオゾンと二酸化窒素
の比率は時間と共に変わっていくが、その和はほぼ一定である。つまり、電気集塵装置の
風下側で増加したオゾンと二酸化窒素の増加量の和が電気集塵装置で副次的に生成される
オゾン生成量と言える。電気集塵装置が同一形状の装置で消費電力も同じ場合、プラス放
電でもマイナス放電でも集じん効率はほぼ同じ値となるが、オゾン生成量は放電極性によ
って異なる。放電極として放電線を用いた場合、マイナス極性のオゾン生成量は、プラス
極性のオゾン生成量に比較して、単位風量、単位消費電力あたり５倍から１０倍程度多い
。例えば、プラス極性として８ｋＶの電圧を印加した場合の単位風量、単位消費電力あた
りのオゾン生成量が０．０１０ｐｐｍであるのに対して、マイナス極性として８ｋＶの電
圧を印加した場合の単位風量、単位消費電力あたりのオゾン生成量は０．０４９ｐｐｍで
あった。また、プラス極性として９．５ｋＶの電圧を印加した場合の単位風量、単位消費
電力あたりのオゾン生成量が０．００５ｐｐｍであるのに対して、マイナス極性として９
．５ｋＶの電圧を印加した場合の単位風量、単位消費電力あたりのオゾン生成量は０．０
４３ｐｐｍであった。また、プラス極性として１１ｋＶの電圧を印加した場合の単位風量
、単位消費電力あたりのオゾン生成量が０．００６ｐｐｍであるのに対して、マイナス極
性として１１ｋＶの電圧を印加した場合の単位風量、単位消費電力あたりのオゾン生成量
は０．０３７ｐｐｍであった。また、プラス極性として１２．５ｋＶの電圧を印加した場
合の単位風量、単位消費電力あたりのオゾン生成量が０．００４ｐｐｍであるのに対して
、マイナス極性として１２．５ｋＶの電圧を印加した場合の単位風量、単位消費電力あた
りのオゾン生成量は０．０３４ｐｐｍであった。
　このように、放電線の寿命を考慮すると、マイナス極性が優れるが、オゾン生成量を考
慮すると、プラス極性が優れている。
　また、複数の突起を端面に有する放電極板を用いる場合には、電圧極性や形状によるオ
ゾン生成量の違いは明確に確認されていなかった。
【０００４】
　そこで本発明は、断線の心配のない放電極板を用いて、高い集塵能力を有しつつ、オゾ
ン生成量を抑えた電気集塵装置及び電気集塵装置用放電極板を提供することを目的とする
。
　また本発明は、集塵部で集塵されなかった粉塵を中和し、帯電粒子による壁面付着汚染
を防止する電気集塵システムを構成する上で、高い集塵能力を有しつつ、オゾン生成量を
抑えた電気集塵システムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　第１の本発明の電気集塵装置は、先端が尖った形状をした複数の突起を端面に有する放
電極板と、前記放電極板と並行に配置される接地極板と、前記放電極板と前記接地極板と
の間にコロナ放電電圧を与える高圧電源とを備え、前記放電極板と前記接地極板との間で
形成される電界強度を０．６７ｋＶ／ｍｍから０．８ｋＶ／ｍｍ程度、前記放電極板の前
記突起の先端角度を１０度から４０度程度とし、前記放電極板が前記接地極板より電位が
高くなるように、８ｋＶから１２ｋＶ程度の電圧を前記高圧電源から与え、空気中の粒子
状物質を帯電させることで前記粒子状物質を集塵部に付着させる電気集塵装置であって、
前記放電極板の前記突起の先端角度を２０度から４０度程度、隣り合う前記突起の先端で
の突起間隔を１２ｍｍ以上、前記放電極板と前記接地極板との間隔を１２ｍｍ以上とし、
隣り合う前記突起の先端での突起間隔を、同一電圧下において、前記放電極板が前記接地
極板より電位が低くなるように前記高圧電源から給電した場合より、前記放電極板が前記
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接地極板より電位が高くなるように前記高圧電源から給電した場合に、オゾン生成量が低
くなるように設定したことを特徴とする。 
　第２の本発明は、先端が尖った形状をした複数の突起を端面に有する放電極板と、前記
放電極板と並行に配置される接地極板と、前記放電極板と前記接地極板との間にコロナ放
電電圧を与える高圧電源とを備え、前記放電極板と前記接地極板との間で形成される電界
強度を０．６７ｋＶ／ｍｍから０．８ｋＶ／ｍｍ程度、前記放電極板の前記突起の先端角
度を１０度から４０度程度とし、前記放電極板が前記接地極板より電位が高くなるように
電圧を前記高圧電源から与え、空気中の粒子状物質を帯電させることで前記粒子状物質を
集塵部に付着させる電気集塵装置であって、前記放電極板の前記突起の先端角度を２０度
程度、前記高圧電源の電圧を９ｋＶから１２ｋＶ程度、隣り合う前記突起の先端での突起
間隔を８ｍｍ以上、前記放電極板と前記接地極板との間隔を１２ｍｍ以上とし、隣り合う
前記突起の先端での突起間隔を、同一電圧下において、前記放電極板が前記接地極板より
電位が低くなるように前記高圧電源から給電した場合より、前記放電極板が前記接地極板
より電位が高くなるように前記高圧電源から給電した場合に、オゾン生成量が低くなるよ
うに設定したことを特徴とする。
　第３の本発明は、第１の発明において、前記放電極板の前記突起の先端角度を２０度か
ら３０度程度、前記高圧電源の電圧を９ｋＶから１２ｋＶ程度としたことを特徴とする。
 
【発明の効果】
【０００６】
　本発明によれば、オゾンの発生量や二酸化窒素の増加量が少なく、高い集塵能力を有す
る電気集塵装置及び電気集塵装置用放電極板を提供することができる。
　また本発明によれば、突起の先端角度が１０度から４０度程度とし、隣り合う突起の先
端での突起間隔を４ｍｍ以上とした電気集塵装置用放電極板を用いた場合に、オゾン生成
量が低くなるようにプラス放電かマイナス放電かを適切に設定して給電することができる
。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００７】
　本発明の第１の実施の形態の電気集塵装置は、放電極板と接地極板との間で形成される
電界強度を０．６７ｋＶ／ｍｍから０．８ｋＶ／ｍｍ程度、放電極板の突起の先端角度を
１０度から４０度程度とし、放電極板が接地極板より電位が高くなるように、８ｋＶから
１２ｋＶ程度の電圧を高圧電源から与え、放電極板の突起の先端角度を２０度から４０度
程度、隣り合う突起の先端での突起間隔を１２ｍｍ以上、放電極板と接地極板との間隔を
１２ｍｍ以上とし、隣り合う突起の先端での突起間隔を、同一電圧下において、放電極板
が接地極板より電位が低くなるように高圧電源から給電した場合より、放電極板が接地極
板より電位が高くなるように高圧電源から給電した場合に、オゾン生成量が低くなるよう
に設定したものである。本実施の形態によれば、突起の先端での突起間隔を所定の寸法以
上とすることでオゾンの発生を少なくすることができ、高い集塵能力を得ることができる
。 
　本発明の第２の実施の形態は、放電極板と接地極板との間で形成される電界強度を０．
６７ｋＶ／ｍｍから０．８ｋＶ／ｍｍ程度、放電極板の突起の先端角度を１０度から４０
度程度とし、放電極板が接地極板より電位が高くなるように、８ｋＶから１２ｋＶ程度の
電圧を高圧電源から与え、放電極板の突起の先端角度を２０度程度、高圧電源の電圧を９
ｋＶから１２ｋＶ程度とし、隣り合う突起の先端での突起間隔を８ｍｍ以上、放電極板と
接地極板との間隔を１２ｍｍ以上としたものである。本実施の形態によれば、放電線のマ
イナス極性よりもはるかに少ないオゾン生成量とすることができ、高い集塵能力を得るこ
とができる。 
　本発明の第３の実施の形態は、第１の実施の形態の電気集塵装置において、放電極板の
突起の先端角度を２０度から３０度程度、高圧電源の電圧を９ｋＶから１２ｋＶ程度とし
たものである。本実施の形態によれば、放電線のプラス極性と同レベルのオゾン生成量と
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することができ、高い集塵能力を得ることができる。
【実施例】
【０００８】
　以下、本発明の一実施例について図面に基づいて説明する。
　図１は、本実施例による電気集塵装置を示す斜視図である。
　電気集塵装置５０は、空気の流れの上流側に平均電界強度が約０．６７ｋＶ／ｍｍから
０．８６７ｋＶ／ｍｍとなる帯電部５２を、下流側に平均電界強度が約９００Ｖ／ｍｍと
なる集塵部５３を配置している。尚、ここでいう電界強度とは放電極板と接地極板の間隔
Ｄに対する印加電圧Ｖの比Ｖ／Ｄのことである。また電気集塵装置５０の側面には集塵部
５３に給電する高圧電源５１Ａと、帯電部５２に給電する高圧電源５１Ｂとが設けられて
いる。
　帯電部５２は、複数枚の接地極板５２Ｂが所定間隔あけて並設され、接地極板５２Ｂの
間に放電極板５２Ａが配置された構造となっている。集塵部５３は、荷電極板５３Ａと集
塵極板５３Ｂとを交互に所定間隔あけて並設している。帯電部５２は、放電極板５２Ａ又
は接地極板５２Ｂに高電圧を印加し、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの間で発生する
コロナ放電によって粉塵に電荷を与えて帯電させる。また、集塵部５３は、荷電極板５３
Ａに電圧を印加して集塵極板５３Ｂとの間で電界を形成し、帯電した粉塵をクーロン力に
よって集塵極板５３Ｂに捕集する。なお、本実施例では帯電部５２とは別に集塵部５３を
設けた場合で説明したが、接地極板５２Ｂが集塵部を構成する電気集塵装置であってもよ
い。
【０００９】
　図２は、本実施例による電気集塵装置の帯電部の構成を示す平面図である。
　帯電部５２は、複数枚の接地極板５２Ｂが所定間隔あけて平行に配設され、接地極板５
２Ｂの間に放電極板５２Ａが配置されている。このとき、放電極板５２Ａの表面と接地極
板５２Ｂの表面との間の極板間隔Ｄは１２ｍｍから１５ｍｍ程度とする。
【００１０】
　図３は、本実施例による電気集塵装置の放電極板の構成を示す側面図である。
　放電極板５２Ａは、その端面に先端が尖った形状をした複数の突起１０を有している。
このとき、複数の突起１０は、等間隔に設けられていることが好ましいが、突起１０の先
端での突起間隔Ｈは、必ずしも一定間隔でなくてもよい。放電極板５２Ａの突起１０の先
端角度Αを１０度から４０度程度とする。１０度より小さくても良いが、１０度より小さ
い角度は加工が困難である。４０度を超えても、コロナ放電に必要な鋭利な端部を備えて
いれば同様の効果を奏する。複数の突起１０は、放電極板５２Ａの風上側端面と風下側端
面とに設けている。複数の突起１０を、放電極板５２Ａの風上側端面だけに設けてもよい
が、風下側端面にも設けることで集塵性能を高めることができる。放電極板５２Ａの風上
側端面と風下側端面との間の幅は、３０ｍｍから１５０ｍｍ程度である。また、放電極板
５２Ａの風上側端面と風下側端面との間に、切り込みを設けることで、複数の突起１０を
設けてもよい。このように複数段の突起１０を設ける場合には、放電極板５２Ａの風上側
端面と風下側端面との間の幅は、１５０ｍｍから２００ｍｍ程度とすることが好ましい。
それぞれの突起１０の高さは、先端角度αと突起間隔Ｈによって設定されるが、４ｍｍか
ら１０ｍｍ程度である。なお、突起１０の突起間隔Ｈは、下記に説明するように、４ｍｍ
から１２ｍｍの範囲とすることが好ましい。突起１０の突起間隔Ｈは、１２ｍｍを越える
と集塵性能が低下するが、特にプラス放電におけるオゾン生成量は低い。従って、複数段
の突起１０を設けることで、１２ｍｍを越えた範囲とすることでもオゾンや二酸化窒素の
発生量が少なく、高い集塵能力を有する電気集塵装置とすることができる。なお、本実施
例では、放電極板の板厚を０．５ｍｍとした。また、コロナ放電によって突起１０の先端
形状が変化するのを防止するために突起１０の先端には、０．３ｍｍのＲを設けた。、こ
の突起１０の先端に０．３ｍｍのＲを設けることで同一電圧時の放電電流は若干少なくな
るが、１０％未満であり、オゾン生成量の特性は変わらない。
【００１１】
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　図４から図１８は、本実施例による電気集塵装置の突起間隔とオゾン生成量との関係を
示すグラフである。なお、オゾンの生成量は温湿度の影響を受けるため、全ての測定を温
度２０℃、湿度６５％の条件で行った。また、高圧電源は商用の交流電源を昇圧、整流し
て直流高電圧を生成しているため、高圧電源波形に交流成分（リップル）が残る場合があ
る。リップルが大きいと放電極板と接地極板間で局部短絡（スパーク）が多くなるため、
本実施例ではリップルの大きさが５％（実効値）以下の高圧電源を用いた。
　図４は、突起１０の先端角度Αを２０度、高圧電源５１Ｂから給電する電圧を１０ｋＶ
、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの間で形成される電界強度を０．６７ｋＶ／ｍｍと
した時の突起１０の先端での突起間隔Ｈと単位消費電力、単位風量あたりのオゾン生成量
の関係を示している。なお、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの極板間隔Ｄを１５ｍｍ
とした。
　放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂよりも電位が高くなるように高圧電源５１Ｂから給電
した場合（プラス極性）では、突起間隔Ｈが４ｍｍの時には０．０７１ｐｐｍ、突起間隔
Ｈが８ｍｍの時には０．００９ｐｐｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時には０．００５ｐｐｍ
であった。また、放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂよりも電位が低くなるように高圧電源
５１Ｂから給電した場合（マイナス極性）では、突起間隔Ｈが４ｍｍの時には０．０２７
ｐｐｍ、突起間隔Ｈが８ｍｍの時には０．０３１ｐｐｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時には
０．０３１ｐｐｍであった。
【００１２】
　図５は、突起１０の先端角度Αを３０度、高圧電源５１Ｂから給電する電圧を１０ｋＶ
、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの間で形成される電界強度を０．６７ｋＶ／ｍｍ、
とした時の突起１０の先端での突起間隔Ｈと単位消費電力、単位風量あたりのオゾン生成
量の関係を示している。なお、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの極板間隔Ｄを１５ｍ
ｍとした。
　放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂよりも電位が高くなるように高圧電源５１Ｂから給電
した場合（プラス極性）では、突起間隔Ｈが４ｍｍの時には０．０７５ｐｐｍ、突起間隔
Ｈが８ｍｍの時には０．０４０ｐｐｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時には０．００１ｐｐｍ
未満であった。また、放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂよりも電位が低くなるように高圧
電源５１Ｂから給電した場合（マイナス極性）では、突起間隔Ｈが４ｍｍの時には０．０
２９ｐｐｍ、突起間隔Ｈが８ｍｍの時には０．０３４ｐｐｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時
には０．０３５ｐｐｍであった。
【００１３】
　図６は、突起１０の先端角度Αを４０度、高圧電源５１Ｂから給電する電圧を１０ｋＶ
、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの間で形成される電界強度を０．６７ｋＶ／ｍｍと
した時の突起１０の先端での突起間隔Ｈと単位消費電力、単位風量あたりのオゾン生成量
の関係を示している。なお、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの極板間隔Ｄを１５ｍｍ
とした。
　放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂよりも電位が高くなるように高圧電源５１Ｂから給電
した場合（プラス極性）では、突起間隔Ｈが２．５ｍｍの時には０．０５９ｐｐｍ、突起
間隔Ｈが４ｍｍの時には０．０４５ｐｐｍ、突起間隔Ｈが８ｍｍの時には０．０２９ｐｐ
ｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時には０．０１５ｐｐｍであった。また、放電極板５２Ａが
接地極板５２Ｂよりも電位が低くなるように高圧電源５１Ｂから給電した場合（マイナス
極性）では、突起間隔Ｈが２．５ｍｍの時には０．０２３ｐｐｍ、突起間隔Ｈが４ｍｍの
時には０．０２７ｐｐｍ、突起間隔Ｈが８ｍｍの時には０．０２６ｐｐｍ、突起間隔Ｈが
１２ｍｍの時には０．０３５ｐｐｍであった。
【００１４】
　図７は、突起１０の先端角度Αを２０度、高圧電源５１Ｂから給電する電圧を１２ｋＶ
、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの間で形成される電界強度を０．８ｋＶ／ｍｍとし
た時の突起１０の先端での突起間隔Ｈと単位消費電力、単位風量あたりのオゾン生成量の
関係を示している。なお、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの極板間隔Ｄを１５ｍｍと
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した。
　放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂよりも電位が高くなるように高圧電源５１Ｂから給電
した場合（プラス極性）では、突起間隔Ｈが４ｍｍの時には０．０６６ｐｐｍ、突起間隔
Ｈが８ｍｍの時には０．０１４ｐｐｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時には０．００８ｐｐｍ
であった。また、放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂよりも電位が低くなるように高圧電源
５１Ｂから給電した場合（マイナス極性）では、突起間隔Ｈが４ｍｍの時には０．０２２
ｐｐｍ、突起間隔Ｈが８ｍｍの時には０．０２３ｐｐｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時には
０．０２０ｐｐｍであった。
【００１５】
　図８は、突起１０の先端角度Αを３０度、高圧電源５１Ｂから給電する電圧を１２ｋＶ
、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの間で形成される電界強度を０．８ｋＶ／ｍｍとし
た時の突起１０の先端での突起間隔Ｈと単位消費電力、単位風量あたりのオゾン生成量の
関係を示している。なお、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの極板間隔Ｄを１５ｍｍと
した。
　放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂよりも電位が高くなるように高圧電源５１Ｂから給電
した場合（プラス極性）では、突起間隔Ｈが４ｍｍの時には０．０７４ｐｐｍ、突起間隔
Ｈが８ｍｍの時には０．０２８ｐｐｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時には０．００６ｐｐｍ
であった。また、放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂよりも電位が低くなるように高圧電源
５１Ｂから給電した場合（マイナス極性）では、突起間隔Ｈが４ｍｍの時には０．０２４
ｐｐｍ、突起間隔Ｈが８ｍｍの時には０．０２６ｐｐｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時には
０．０２５ｐｐｍであった。
【００１６】
　図９は、突起１０の先端角度Αを４０度、高圧電源５１Ｂから給電する電圧を１２ｋＶ
、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの間で形成される電界強度を０．８ｋＶ／ｍｍとし
た時の突起１０の先端での突起間隔Ｈと単位消費電力、単位風量あたりのオゾン生成量の
関係を示している。なお、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの極板間隔Ｄを１５ｍｍと
した。
　放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂよりも電位が高くなるように高圧電源５１Ｂから給電
した場合（プラス極性）では、突起間隔Ｈが２．５ｍｍの時には０．０７０ｐｐｍ、突起
間隔Ｈが４ｍｍの時には０．０７２ｐｐｍ、突起間隔Ｈが８ｍｍの時には０．０１９ｐｐ
ｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時には０．０１１ｐｐｍであった。また、放電極板５２Ａが
接地極板５２Ｂよりも電位が低くなるように高圧電源５１Ｂから給電した場合（マイナス
極性）では、突起間隔Ｈが２．５ｍｍの時には０．０１９ｐｐｍ、突起間隔Ｈが４ｍｍの
時には０．０２３ｐｐｍ、突起間隔Ｈが８ｍｍの時には０．０２２ｐｐｍ、突起間隔Ｈが
１２ｍｍの時には０．０２６ｐｐｍであった。
【００１７】
　図１０は、突起１０の先端角度Αを２０度、高圧電源５１Ｂから給電する電圧を９ｋＶ
、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの間で形成される電界強度を０．７５ｋＶ／ｍｍと
した時の突起１０の先端での突起間隔Ｈと単位消費電力、単位風量あたりのオゾン生成量
の関係を示している。なお、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの極板間隔Ｄを１２ｍｍ
とした。
　放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂよりも電位が高くなるように高圧電源５１Ｂから給電
した場合（プラス極性）では、突起間隔Ｈが４ｍｍの時には０．０４７ｐｐｍ、突起間隔
Ｈが８ｍｍの時には０．０１２ｐｐｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時には０．００５ｐｐｍ
であった。また、放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂよりも電位が低くなるように高圧電源
５１Ｂから給電した場合（マイナス極性）では、突起間隔Ｈが４ｍｍの時には０．０２１
ｐｐｍ、突起間隔Ｈが８ｍｍの時には０．０２５ｐｐｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時には
０．０２５ｐｐｍであった。
【００１８】
　図１１は、突起１０の先端角度Αを３０度、高圧電源５１Ｂから給電する電圧を９ｋＶ
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、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの間で形成される電界強度を０．７５ｋＶ／ｍｍと
した時の突起１０の先端での突起間隔Ｈと単位消費電力、単位風量あたりのオゾン生成量
の関係を示している。なお、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの極板間隔Ｄを１２ｍｍ
とした。
　放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂよりも電位が高くなるように高圧電源５１Ｂから給電
した場合（プラス極性）では、突起間隔Ｈが４ｍｍの時には０．１１０ｐｐｍ、突起間隔
Ｈが８ｍｍの時には０．０３１ｐｐｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時には０．００３ｐｐｍ
であった。また、放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂよりも電位が低くなるように高圧電源
５１Ｂから給電した場合（マイナス極性）では、突起間隔Ｈが４ｍｍの時には０．０３８
ｐｐｍ、突起間隔Ｈが８ｍｍの時には０．０３６ｐｐｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時には
０．０３６ｐｐｍであった。
【００１９】
　図１２は、突起１０の先端角度Αを４０度、高圧電源５１Ｂから給電する電圧を９ｋＶ
、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの間で形成される電界強度を０．７５ｋＶ／ｍｍと
した時の突起１０の先端での突起間隔Ｈと単位消費電力、単位風量あたりのオゾン生成量
の関係を示している。なお、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの極板間隔Ｄを１２ｍｍ
とした。
　放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂよりも電位が高くなるように高圧電源５１Ｂから給電
した場合（プラス極性）では、突起間隔Ｈが２．５ｍｍの時には０．１００ｐｐｍ、突起
間隔Ｈが４ｍｍの時には０．０９３ｐｐｍ、突起間隔Ｈが８ｍｍの時には０．０７２ｐｐ
ｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時には０．０１２ｐｐｍであった。また、放電極板５２Ａが
接地極板５２Ｂよりも電位が低くなるように高圧電源５１Ｂから給電した場合（マイナス
極性）では、突起間隔Ｈが２．５ｍｍの時には０．０３０ｐｐｍ、突起間隔Ｈが４ｍｍの
時には０．０３１ｐｐｍ、突起間隔Ｈが８ｍｍの時には０．０３４ｐｐｍ、突起間隔Ｈが
１２ｍｍの時には０．０２６ｐｐｍであった。
【００２０】
　図１３は、突起１０の先端角度Αを２０度、高圧電源５１Ｂから給電する電圧を８ｋＶ
、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの間で形成される電界強度を０．６７ｋＶ／ｍｍと
した時の突起１０の先端での突起間隔Ｈと単位消費電力、単位風量あたりのオゾン生成量
の関係を示している。なお、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの極板間隔Ｄを１２ｍｍ
とした。
　放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂよりも電位が高くなるように高圧電源５１Ｂから給電
した場合（プラス極性）では、突起間隔Ｈが４ｍｍの時には０．０４２ｐｐｍ、突起間隔
Ｈが８ｍｍの時には０．０２２ｐｐｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時には０．０１３ｐｐｍ
であった。また、放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂよりも電位が低くなるように高圧電源
５１Ｂから給電した場合（マイナス極性）では、突起間隔Ｈが４ｍｍの時には０．０２２
ｐｐｍ、突起間隔Ｈが８ｍｍの時には０．０３０ｐｐｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時には
０．０３４ｐｐｍであった。
【００２１】
　図１４は、突起１０の先端角度Αを３０度、高圧電源５１Ｂから給電する電圧を８ｋＶ
、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの間で形成される電界強度を０．６７ｋＶ／ｍｍと
した時の突起１０の先端での突起間隔Ｈと単位消費電力、単位風量あたりのオゾン生成量
の関係を示している。なお、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの極板間隔Ｄを１２ｍｍ
とした。
　放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂよりも電位が高くなるように高圧電源５１Ｂから給電
した場合（プラス極性）では、突起間隔Ｈが４ｍｍの時には０．１１０ｐｐｍ、突起間隔
Ｈが８ｍｍの時には０．０６３ｐｐｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時には０．０１２ｐｐｍ
であった。また、放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂよりも電位が低くなるように高圧電源
５１Ｂから給電した場合（マイナス極性）では、突起間隔Ｈが４ｍｍの時には０．０４９
ｐｐｍ、突起間隔Ｈが８ｍｍの時には０．０４２ｐｐｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時には
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０．０４４ｐｐｍであった。
【００２２】
　図１５は、突起１０の先端角度Αを４０度、高圧電源５１Ｂから給電する電圧を８ｋＶ
、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの間で形成される電界強度を０．６７ｋＶ／ｍｍと
した時の突起１０の先端での突起間隔Ｈと単位消費電力、単位風量あたりのオゾン生成量
の関係を示している。なお、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの極板間隔Ｄを１２ｍｍ
とした。
　放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂよりも電位が高くなるように高圧電源５１Ｂから給電
した場合（プラス極性）では、突起間隔Ｈが２．５ｍｍの時には０．１０７ｐｐｍ、突起
間隔Ｈが４ｍｍの時には０．０９８ｐｐｍ、突起間隔Ｈが８ｍｍの時には０．０９３ｐｐ
ｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時には０．０２７ｐｐｍであった。また、放電極板５２Ａが
接地極板５２Ｂよりも電位が低くなるように高圧電源５１Ｂから給電した場合（マイナス
極性）では、突起間隔Ｈが２．５ｍｍの時には０．０３４ｐｐｍ、突起間隔Ｈが４ｍｍの
時には０．０４０ｐｐｍ、突起間隔Ｈが８ｍｍの時には０．０４０ｐｐｍ、突起間隔Ｈが
１２ｍｍの時には０．０３３ｐｐｍであった。
【００２３】
　図１６は、突起１０の先端角度Αを１０度、高圧電源５１Ｂから給電する電圧を１０ｋ
Ｖ、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの間で形成される電界強度を０．６７ｋＶ／ｍｍ
とした時の突起１０の先端での突起間隔Ｈと単位消費電力、単位風量あたりのオゾン生成
量の関係を示している。なお、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの極板間隔Ｄを１５ｍ
ｍとした。
　放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂよりも電位が高くなるように高圧電源５１Ｂから給電
した場合（プラス極性）では、突起間隔Ｈが４ｍｍの時には０．０７６ｐｐｍ、突起間隔
Ｈが８ｍｍの時には０．０２９ｐｐｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時には０．０２２ｐｐｍ
、突起間隔Ｈが２０ｍｍの時には０．０１６ｐｐｍであった。また、放電極板５２Ａが接
地極板５２Ｂよりも電位が低くなるように高圧電源５１Ｂから給電した場合（マイナス極
性）では、突起間隔Ｈが４ｍｍの時には０．０２７ｐｐｍ、突起間隔Ｈが８ｍｍの時には
０．０２９ｐｐｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時には０．０３１ｐｐｍ、突起間隔Ｈが２０
ｍｍの時には０．０２３ｐｐｍであった。
【００２４】
　図１７は、突起１０の先端角度Αを１０度、高圧電源５１Ｂから給電する電圧を８ｋＶ
、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの間で形成される電界強度を０．６７ｋＶ／ｍｍと
した時の突起１０の先端での突起間隔Ｈと単位消費電力、単位風量あたりのオゾン生成量
の関係を示している。なお、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの極板間隔Ｄを１２ｍｍ
とした。
　放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂよりも電位が高くなるように高圧電源５１Ｂから給電
した場合（プラス極性）では、突起間隔Ｈが８ｍｍの時には０．０５９ｐｐｍ、突起間隔
Ｈが１２ｍｍの時には０．０２６ｐｐｍ、突起間隔Ｈが２０ｍｍの時には０．０２１ｐｐ
ｍであった。また、放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂよりも電位が低くなるように高圧電
源５１Ｂから給電した場合（マイナス極性）では、突起間隔Ｈが４ｍｍの時には０．０２
９ｐｐｍ、突起間隔Ｈが８ｍｍの時には０．０２７ｐｐｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時に
は０．０２４ｐｐｍ、突起間隔Ｈが２０ｍｍの時には０．０２３ｐｐｍであった。
【００２５】
　図１８は、突起１０の先端角度Αを１０度、高圧電源５１Ｂから給電する電圧を９ｋＶ
、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの間で形成される電界強度を０．７５ｋＶ／ｍｍと
した時の突起１０の先端での突起間隔Ｈと単位消費電力、単位風量あたりのオゾン生成量
の関係を示している。なお、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの極板間隔Ｄを１２ｍｍ
とした。
　放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂよりも電位が高くなるように高圧電源５１Ｂから給電
した場合（プラス極性）では、突起間隔Ｈが４ｍｍの時には０．０７０ｐｐｍ、突起間隔
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Ｈが８ｍｍの時には０．０４０ｐｐｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時には０．０１５ｐｐｍ
、突起間隔Ｈが２０ｍｍの時には０．０１４ｐｐｍであった。また、放電極板５２Ａが接
地極板５２Ｂよりも電位が低くなるように高圧電源５１Ｂから給電した場合（マイナス極
性）では、突起間隔Ｈが４ｍｍの時には０．０２８ｐｐｍ、突起間隔Ｈが８ｍｍの時には
０．０２６ｐｐｍ、突起間隔Ｈが１２ｍｍの時には０．０２２ｐｐｍ、突起間隔Ｈが２０
ｍｍの時には０．０２１ｐｐｍであった。
【００２６】
　以上のように本実施例によれば、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの間で形成される
電界強度を０．６７ｋＶ／ｍｍから０．８ｋＶ／ｍｍ程度、放電極板５２Ａの突起１０の
先端角度を１０度から４０度程度とし、放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂより電位が高く
なるように、８ｋＶから１２ｋＶ程度の電圧を高圧電源５１Ｂから与える場合では、同一
電圧下において、放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂより電位が低くなるように高圧電源５
１Ｂから給電した場合より、放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂより電位が高くなるように
高圧電源５１Ｂから給電した場合に、オゾン生成量が低くなるように突起間隔Ｈを設定す
ることで、少ないオゾン生成量とすることができ、高い集塵能力を得ることができる。
　また、本実施例によれば、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの極板間隔Ｄを１２ｍｍ
から１５ｍｍ程度、放電極板５２Ａの突起１０の先端角度を１０度から４０度程度とし、
放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂより電位が高くなるように、８ｋＶから１２ｋＶ程度の
電圧を高圧電源５１Ｂから与える場合においても、上記同様に突起間隔Ｈを設定すること
で、少ないオゾン生成量とすることができ、高い集塵能力を得ることができる。
　また、本実施例によれば、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの間で形成される電界強
度を０．６７ｋＶ／ｍｍから０．８ｋＶ／ｍｍ程度、放電極板５２Ａの突起１０の先端角
度Αを２０度から４０度程度とし、放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂより電位が高くなる
ように、８ｋＶから１２ｋＶ程度の電圧を高圧電源５１Ｂから与え、隣り合う突起１０の
先端での突起間隔Ｈを１２ｍｍ以上とすることで、放電線のマイナス極性よりもはるかに
少ないオゾン生成量とすることができる。また、更に放電極板５２Ａの突起１０の先端角
度Αを２０度から３０度程度、高圧電源５１Ｂの電圧を９ｋＶから１２ｋＶ程度とするこ
とで、放電線のプラス極性と同レベルのオゾン生成量とすることができ、高い集塵能力を
得ることができる。
　また、本実施例によれば、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの極板間隔Ｄを１２ｍｍ
から１５ｍｍ程度、放電極板５２Ａの突起１０の先端角度Αを２０度から４０度程度とし
、放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂより電位が高くなるように、８ｋＶから１２ｋＶ程度
の電圧を高圧電源５１Ｂから与え、隣り合う突起１０の先端での突起間隔Ｈを１２ｍｍ以
上とすることで、放電線のマイナス極性よりもはるかに少ないオゾン生成量とすることが
できる。また、更に放電極板５２Ａの突起１０の先端角度Αを２０度から３０度程度、高
圧電源５１Ｂの電圧を９ｋＶから１２ｋＶ程度とすることで、放電線のプラス極性と同レ
ベルのオゾン生成量とすることができる。
　また、本実施例によれば、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの間で形成される電界強
度を０．６７ｋＶ／ｍｍから０．８ｋＶ／ｍｍ程度、放電極板５２Ａの突起１０の先端角
度Αを２０度程度、隣り合う突起１０の先端での突起間隔Ｈを８ｍｍ以上とし、放電極板
５２Ａが接地極板５２Ｂより電位が高くなるように、９ｋＶから１２ｋＶ程度の電圧を高
圧電源５１Ｂから与えることで、放電線のマイナス極性よりもはるかに少ないオゾン生成
量とすることができる。
　また、本実施例によれば、放電極板５２Ａと接地極板５２Ｂとの極板間隔Ｄを１２ｍｍ
から１５ｍｍ程度、放電極板５２Ａの突起１０の先端角度Αを２０度程度、隣り合う突起
１０の先端での突起間隔Ｈを８ｍｍ以上とし、放電極板５２Ａが接地極板５２Ｂより電位
が高くなるように、９ｋＶから１２ｋＶ程度の電圧を高圧電源５１Ｂから与えることで、
放電線のマイナス極性よりもはるかに少ないオゾン生成量とすることができる。
【００２７】
　また、本実施例によれば、先端角度Αが１０度から４０度程度の複数の突起１０を、突
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起間隔Ｈが４ｍｍ以上となるように設けた放電極板５２Ａを用い、この放電極板５２Ａと
接地極板５２Ｂとの間で形成される電界強度を０．６７ｋＶ／ｍｍから０．８ｋＶ／ｍｍ
程度とし、８ｋＶから１２ｋＶ程度の電圧を与える場合には、突起間隔Ｈ、先端角度Α、
極板間隔Ｄ、又は印加する電圧値から、オゾン発生が少なくなるようにプラス放電とマイ
ナス放電を選択することができる。
　一実施例として、電気集塵システムとして複数の電気集塵装置を設置する場合で、マイ
ナス放電による電気集塵装置とプラス放電による電気集塵装置とを併設したい場合には、
突起間隔Ｈだけを変更した放電極板５２Ａを用いることで、他の条件を同じにしてオゾン
生成量の少ないシステムを実現することができる。すなわち、例えば電圧を９ｋＶ、極板
間隔を１２ｍｍ、突起１０の先端角度を３０度とした場合、突起間隔Ｈを４ｍｍとした電
気集塵装置はマイナス放電とし、突起間隔Ｈを１０ｍｍとした電気集塵装置はプラス放電
とすることで、プラス放電とした電気集塵装置もマイナス放電とした電気集塵装置もオゾ
ン生成量を少なくすることができる（図１３参照）。
　また他の実施例として、電気集塵システムとして複数の電気集塵装置を設置する場合で
、マイナス放電による電気集塵装置とプラス放電による電気集塵装置とを併設したい場合
には、電圧だけを変更することで、他の条件を同じにしてオゾン生成量の少ないシステム
を実現することができる。すなわち、例えば極板間隔を１５ｍｍ、突起１０の先端角度を
４０度、突起間隔Ｈを８ｍｍとした場合、１０ｋＶの電圧を印加する電気集塵装置をマイ
ナス放電とし、１２ｋＶの電圧を印加する電気集塵装置をプラス放電とすることで、プラ
ス放電とした電気集塵装置もマイナス放電とした電気集塵装置もオゾン生成量を少なくす
ることができる（図６と図９、又は図１１と図１４参照）。
　また他の実施例として、電気集塵システムとして複数の電気集塵装置を設置する場合で
、マイナス放電による電気集塵装置とプラス放電による電気集塵装置とを併設したい場合
には、先端角度Αだけを変更することで、他の条件を同じにしてオゾン生成量の少ないシ
ステムを実現することができる。すなわち、例えば電圧を１２ｋＶ、極板間隔を１５ｍｍ
、突起間隔Ｈを８ｍｍとした場合、突起１０の先端角度を３０度とした電気集塵装置はマ
イナス放電とし、突起１０の先端角度を２０度とした電気集塵装置はプラス放電とするこ
とで、プラス放電とした電気集塵装置もマイナス放電とした電気集塵装置もオゾン生成量
を少なくすることができる（図７、図８参照）。
　また、図示はしないが、極板間隔Ｄを変更することでもオゾン生成量の少ないシステム
を実現することができる。
【００２８】
　以上のように、先端角度Αが１０度から４０度程度の複数の突起１０を、突起間隔Ｈが
４ｍｍ以上となるように設けた放電極板５２Ａを用い、この放電極板５２Ａと接地極板５
２Ｂとの間で形成される電界強度を０．６７ｋＶ／ｍｍから０．８ｋＶ／ｍｍ程度とし、
８ｋＶから１２ｋＶ程度の電圧を与える電気集塵装置を複数設置する電気集塵システムに
おいて、プラス放電とした電気集塵装置とマイナス放電とした電気集塵装置とを同一シス
テム内に併設する場合には、突起間隔Ｈ、先端角度Α、極板間隔Ｄ、又は印加する電圧値
の中から少なくとも一つのパラメータを変更することで、オゾン発生が少なくなるように
プラス放電とマイナス放電を選択することができる。そして、プラス放電とした電気集塵
装置とマイナス放電とした電気集塵装置とを同一システム内に併設することで、それぞれ
の電気集塵装置で集塵しきれなかった帯電した粒子状物質を中和させることができ、例え
ばトンネル壁面などへの粒子状物質の付着を防止することができる。
　なお、この電気集塵システムにおいては、全ての電気集塵装置についてオゾン発生が少
なくなるようにプラス放電かマイナス放電を決定することが好ましいが、例えばプラス放
電の場合とマイナス放電の場合でオゾン生成量に大きな違いが生じない設定にある電気集
塵装置など、一部の電気集塵装置について、計測上オゾン発生が多くなる電気集塵装置が
含まれていたとしても環境に与える影響が無視できる程度であれば構わない。
　また、上記実施例では、オゾン生成量に着目して説明したが、特にトンネル内で用いら
れる電気集塵装置では、トンネル内で多く存在する一酸化窒素とオゾンとの間で化学反応
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を起こし、二酸化窒素を大量に発生させることから、オゾン生成量を少なくすることは、
すなわち二酸化窒素の発生を少なくすることにもなる。
【産業上の利用可能性】
【００２９】
　本発明は、コロナ放電によって粉塵に電荷を与えて帯電させ、帯電した粉塵をクーロン
力によって捕集する電気集塵装置であって、特に一酸化窒素の発生も伴う沿道用集塵装置
やトンネル用集塵装置に適している。
【図面の簡単な説明】
【００３０】
【図１】本実施例による電気集塵装置を示す斜視図
【図２】本実施例による電気集塵装置の帯電部の構成を示す平面図
【図３】本実施例による電気集塵装置の放電極板の構成を示す側面図
【図４】本実施例による電気集塵装置の突起間隔とオゾン生成量との関係を示すグラフ
【図５】本実施例による電気集塵装置の突起間隔とオゾン生成量との関係を示すグラフ
【図６】本実施例による電気集塵装置の突起間隔とオゾン生成量との関係を示すグラフ
【図７】本実施例による電気集塵装置の突起間隔とオゾン生成量との関係を示すグラフ
【図８】本実施例による電気集塵装置の突起間隔とオゾン生成量との関係を示すグラフ
【図９】本実施例による電気集塵装置の突起間隔とオゾン生成量との関係を示すグラフ
【図１０】本実施例による電気集塵装置の突起間隔とオゾン生成量との関係を示すグラフ
【図１１】本実施例による電気集塵装置の突起間隔とオゾン生成量との関係を示すグラフ
【図１２】本実施例による電気集塵装置の突起間隔とオゾン生成量との関係を示すグラフ
【図１３】本実施例による電気集塵装置の突起間隔とオゾン生成量との関係を示すグラフ
【図１４】本実施例による電気集塵装置の突起間隔とオゾン生成量との関係を示すグラフ
【図１５】本実施例による電気集塵装置の突起間隔とオゾン生成量との関係を示すグラフ
【図１６】本実施例による電気集塵装置の突起間隔とオゾン生成量との関係を示すグラフ
【図１７】本実施例による電気集塵装置の突起間隔とオゾン生成量との関係を示すグラフ
【図１８】本実施例による電気集塵装置の突起間隔とオゾン生成量との関係を示すグラフ
【符号の説明】
【００３１】
　１０　突起
　５０　電気集塵装置
　５１Ａ、５１B　高圧電源
　５２　帯電部
　５２Ａ　放電極板
　５２Ｂ　接地極板
　５３　集塵部
　５３Ａ　荷電極板
　５３Ｂ　集塵極板
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